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はじめに 

 

 １ 計画策定の背景  

 

近年、人口減少や高齢化など、様々な問題で社会情勢が大きく変化している中で、全

国的に空き家の増加が問題となっています。空き家の増加傾向は今後も続くことが想定

されることから、空き家の倒壊などの保安上の危険に加え、防災、防犯、衛生、景観な

どへの影響が懸念されています。 

空き家は個人の財産であり、所有者又は管理者が責任を持って適切に管理すべきもの

ですが、様々な事情により居住の用に供されなくなった住宅などのうち、特に放置され

て管理が不十分な空き家については、地域における生活環境に悪影響を及ぼすこととな

っており、安全に安心して暮らすことのできる生活環境を確保するためにも、この空き

家問題に対処していく必要があります。 

  このような中、国においては、管理が不十分な空家等が地域住民の生活環境に深刻な

影響を及ぼしていることに鑑みて、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空

家法」といいます。）が平成２６年１１月２７日に公布され、平成２７年２月２６日に

「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下「基

本指針」といいます。）の一部施行、同年５月２６日に特定空家等に対する措置等の施

行により完全施行されました。 

法施行後においても空き家の数は増加を続けており、今後、更に増加が見込まれる中、

空き家対策の強化が急務となっています。令和５年空家法改正は、こうした状況を踏ま

え、周囲に悪影響を及ぼす特定空家等の除却等の更なる促進に加え、周囲に悪影響を及

ぼす前の段階から空家等の有効活用や適切な管理を確保し、空き家対策を総合的に強化

するものです。 

本市におきましても、市民の生命、身体及び財産を保護し、生活環境の保全を図り、

併せて空き家の活用を促進し、安全安心なまちづくりを推進するために、この「空家等

対策計画」を策定し、総合的かつ計画的に実施することとします。 

 

 

 ２ 計画の位置付け  

 

本計画は、空家法第７条第１項に規定する、空家等に関する対策を総合的かつ計画的

に実施するため、平成２７年２月に国から示された基本指針に即した計画とします。 

また、「新居浜市長期総合計画」や「新居浜市都市計画マスタープラン」などの長期

計画の住宅施策の方針に沿って、空家等対策を実施するものとします。 
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新居浜市空家等対策計画の位置付け 
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総務省が公表した令和５年住宅・土地統計調査（確報値）によりますと、２０２３年

１０月１日現在における全国の総住宅数は６，５０２万戸で、２０１８年と比べて２６

１万戸（４．２％）増となっており、そのうち、空き家については９００万戸で、２０

１８年と比べて５１万戸（６．０％）増となっている。また、総住宅数に占める空き家

の割合（空き家率）は１３．８％と、２０１８年から０．２ポイント上昇し、空き家数

及び空き家率がともに過去最高となりました。 

また、愛媛県における総住宅数は７３万６８００戸で、２０１８年と比べて２万２５

００戸（３．１％）増となっており、空き家については１４万５６００戸で、２０１８

年と比べて１万５８００戸（１２．２％）増となり、全国と同様に空き家数及び空き家

率がともに過去最高で、総住宅数に占める空き家の割合は１９．８%で、全国第７位と

なりました。 

本市においては、総住宅数６万５７００戸で、２０１８年と比べて５５４０戸（９．

２％）増となっており、空き家については１万４７７０戸で、２０１８年と比べて４５

７０戸（４４．８％）増となっております。また、総住宅数に占める空き家の割合は２

２．５%となっており、全国及び愛媛県と同様に、空き家数及び空き家率がともに過去

最高となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 空き家の現状・原因・課題について 

 １ 空き家の現状について  
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「令和5年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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（１）新居浜市の空き家の内訳（種類別） 

市内にある空き家の種類別の内訳については、一般住宅（注）が最も多く約６割を

占め、次いで賃貸用の住宅が約３割となっています。 

（注）一般住宅：住宅・土地統計調査における空き家のうち「その他の住宅」を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新居浜市の空き家の内訳（建て方別） 

市内にある空き家の建て方別の内訳については、一戸建てが半数以上を占めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 類 
空き家数

（戸） 
割 合 

一般住宅（注） 9,520 64.5％ 

賃貸用 4,510 30.5％ 

売却用 540 3.6％ 

二次的住宅 200 1.4％ 

計 14,770 100.0％ 

種 類 
空き家数

（戸） 
割 合 

一戸建て 7,640 51.7％ 

共同住宅 

長屋住宅 

そ の 他 

7,130 48.3％ 

計 14,770 100.0％ 

 

7,640 

52%

7,130 

48%

一戸建て
共同住宅・長屋建て・その他

「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

 

9,520 

64%

4,510 

31%

540 4% 200 1%

一般住宅（注） 賃貸用
売却用 二次的住宅

「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

「その他の住宅」 

  賃貸用・売却用・二次的住宅を除き、人が住んで

いない住宅で、例えば転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在や、建て替えなどのために

取り壊すことになっている住宅などのことです。 

「賃貸用または売却用住宅」 

新築・中古を問わず、賃貸又は売却のために空き

家になっている住宅のことです。 

「二次的住宅」 

別荘やその他たまに寝泊りする人がいるなどの

住宅のことです。 
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一戸建ての住宅については、一般住宅が最も多く、共同住宅・長屋建て・その他の

空き家については、賃貸用の住宅が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持家ストックに占める一般住宅の空き家率は、全国に比べて高く、借家ストックに

対する空き家率も増加しました。 
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市内の建て方別の空き家の種類の状況

二次的住宅

売却用の住宅

賃貸用の住宅

一般住宅

「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

【定義】社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第４２回） （資料３「空き家の現状と論点」（国土交通省）より） 
持家ストックに占める「一般住宅（その他の住宅）」の空き家率 

その他の住宅の空き家 
＝ 

持家ストック（居住世帯あり持家＋売却用空き家＋二次的住宅の空き家＋その他の住宅の空き家） 

借家ストックに占める「賃貸用の住宅」の空き家率 

                 賃貸用の住宅の空き家 
＝ 

            借家ストック（居住世帯あり借家＋賃貸用空き家） 
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「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 
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（３）空き家の老朽度について 

令和５年住宅・土地統計調査（確報値）によると、総空き家数に対する「腐朽・破

損あり」は４１．２％となっています。また、一戸建てのうち、一般住宅（その他の

住宅）の空き家が最も割合が高く７９．６％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本市では、平成２３年度に「老朽危険家屋（空き家等）調査」を行い、平成

２７年度にその調査箇所をベースとして実態調査を実施しております。 

平成２３年度は全市域を調査し、３，３７３戸の空き家を確認し、そのうち老朽危

険空き家が６７０戸存在することがわかりました。その後の追跡調査により、空き家

が３，０５６戸に減少していることから、平成２７年度は老朽危険家屋６７０戸につ

いて外観目視による実態調査を行った結果、危険度及び老朽化の進んでいるものが５

５９戸あり、そのうち１１８戸が特に老朽化が進み危険度の高いことがわかりました。 

 

 

 

 

 

【平成２７年度調査の内訳】 

 

 

 

 

※国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

空き家総数（戸） 14,770 腐朽・破損あり 6,080 41.2％ 

  一戸建て 2,540 41.8％ 

  共同住宅・長屋住宅・その他 3,540 58.2％ 

 空き家 うち老朽危険空き家 割合 

平成２３年度調査 3,373 670 19.9％ 

平成２７年度調査 
3,056 

(内除外空き家 29) 

559 

(内除外空き家 3) 
18.3％ 

総合判定総数 危険度 高 危険度 中 危険度 低 

559 

(内除外空き家 3) 

118 

(内除外空き家 1) 
62 

379 

(内除外空き家 2) 
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市内の建て方別の『腐朽・破損あり』の割合（令和５年）

二次的住宅

賃貸用

売却用

一般住宅

「令和５年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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平成２８年度以降は、職員のパトロールや市民からの相談及び建設リサイクル法による届出等による把握を行っています。 

 

2,471

1,807 

1,438 1,432 1,391 1,380 1382 1350 1428

377

345 

303 331 
308 294 310 326

360

62

59 

47 41 
39 34 34 26
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117

101 

69 79 
61 56 53 54

52

52 

114 

1,971 

1,883 
1,799 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年度

空家等の数の推移

計

新規未判定

老朽度Ｄ

老朽度Ｃ

老朽度Ｂ

老朽度Ａ

2,364

3,027

※注意 これは、調査等で把握できていない空家等もあることから、あくまで参考の数値です。 
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平成２３年度に実施した老朽危険家屋（空き家等）調査の結果を基に、空き家と思わ

れる住宅等の所有者又は管理者の皆様方に対して、今後の施策を検討するための資料と

させていただくため、その住宅等の現状や将来の利活用等に関する意向を調査しました。 

 

◆調査対象者（調査対象件数） 

２，８９１人（２，７０６件） 

 

◆調査期間 

平成２８年７月１日～８月３１日 

 

◆調査項目 

 ・対象住宅の所有状態 

・対象住宅の現状（状態、利用頻度、居住しなくなった理由など） 

・対象住宅の管理状況（管理者、維持・管理の内容と頻度、懸案事項など） 

・対象住宅の今後の活用 

・新居浜市空き家バンク制度について 

・住宅の管理・活用に関する要望や意見 

 

◆調査結果の概要 

回答のあった８５％は所有者又は関係者のものでした。 

対象住宅の現状については、「物置、倉庫として利用」や「時々の利用」を合わせる

と４５．９％となり、調査した中でも利用されている住宅が多いことがわかりました。 

建築時期については、新耐震基準が適用された昭和５６年５月以前に建築されたもの

が７０．３％を占めることから、築３５年以上の古い空き家が多く、今後更に老朽化と

ともに腐朽が進み、周辺に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、対象住宅に居住しなくなった時期については、年ごとに増加する傾向にあり、

特に１５年程前から急激に増加しており、人口減少等の影響がうかがわれます。 

対象住宅の管理については、本人若しくは家族が最も多く、その頻度は１年に１回以

上行われているものが７５．１％となっており、調査対象の多くは管理されているもの

の、「ほとんどしていない」、「１回もしたことがない」を合わせると１４．３％となり、

既に危険なものを含め、管理されていないことで危険が増していくことが考えられます。 

今後の活用については、建物の処分を考えられている方が多いのですが、費用、税金、

賃貸・売却先、相続等の問題で困っている方が多いようです。 

所有者又は関係者の方の意向として、空き家の状況を何とかしようと解決に向けて検

討を進めているものの、思うように進展しない現状がうかがわれます。 

 

 

 

 ２ 空き家に関する所有者等の意向調査について  



- 9 - 

 

 

平成２８年度、令和２年度及び令和６年度に、市政モニターの皆様を対象として、市

民の意識や意見を調査し、本計画に活用するため、アンケート調査を行いました。 

 

◆調査テーマ 

新居浜市の空き家について 

 

◆調査期間及び調査対象者 

平成２８年 ９ 月 １ 日～１５日 １８２人 

令和 ２ 年 ９ 月 １ 日～１５日 １９８人 

令和 ６ 年 ９ 月 １ 日～１５日 １７０人 

 

◆調査項目 

・管理不十分な空き家が全国的な問題となっていることの認識 

・管理不十分な空き家に対する不安感とその空き家の状態 

・空き家の所有者又は管理者の認識 

・空き家に対する地域活動の有無とその内容 

・地域の空き家の今後について 

・空家法と改正空家法の認識 

・空き家問題解決のための税金使用 

 

◆調査結果の概要 

  全国的な空き家の問題については大半の方が認知しており、約６割の方は空き家があ

ることで多少なりとも「樹木や雑草の繁茂」「火災、倒壊、落下物の危険」等の不安を感

じており、前回、前々回と同様の結果でした。 

所有者等のわからない空き家が「ある」と答えた方が約３３％と前回とほぼ同じでし

たが、空き家に対して何らかの活動を行っている方が約１６％と前回より大きく減少す

る結果となりました。増え続けている空き家が、地域においても各地域の問題としてと

らえ、「所有者の把握」「樹木の伐採や雑草の除草」等の地域コミュニティの形成が図ら

れているものの、地域による問題解決が困難である事が伺えました。 

「今後空き家をどうするか」については、「所有者等による適切な管理を促す」とい

う回答が圧倒的に多く、自己所有物は自分で責任を持つべきであるとしながらも、「問

題解決への税金投入」については、「やむを得ない」「負担すべき」が６６ ．５％と約

７割の方が税金を投入してでも空き家問題を解決することに反対していないことが伺

えました。 

 

◆各設問の回答の概要 

資料編に掲載します。 

 

 ３ 市政モニターアンケート調査について  
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    社人研による推計 

 

（１）人口減少・過疎化 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の「日本の将来推計人口

（令和５（２０２３）年推計）」によりますと、２０１５年の都道府県別の総人口の推

移は３９道府県で総人口が減少しており、総人口が減少する都道府県は今後も増加を

続け、２０２０年にかけては４２道府県、２０３０年にかけては東京都及び沖縄県を

除く４５道府県、２０３０年以降には全都道府県で総人口が減少し、２０４０年の日

本の人口は１億１０９２万人にまで減少すると推計されています。 

一方、本市では、戦後、人口が急増し、高度経済成長期であった昭和３５年（１９

６０年）に約１２６千人に一気に増加し、昭和４５年（１９７０年）まで横ばい状態

となった後、国の総人口が増加傾向にある中、昭和５５年（１９８０年）の約１３２

千人でピークを迎えた後は減少傾向に入っており、社人研の「日本の地域別将推計人

口（令和５（２０２３）年推計）」によりますと、２０４０年には約１０万２千人にま

で減少すると推計されています。 
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 ４ 空き家の増加の背景及び原因について  
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本市の住宅数は、昭和４８年には世帯数を上回り、平成１０年に総住宅数が減少し

て１世帯当たりの住宅数が減少したものの、世帯数の増加に対応して住宅ストックも

増加し、量的な充足は進んでいる状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）核家族化に伴う新規住宅の取得 

国勢調査によりますと、愛媛県の人口は減少している一方、核家族を含め、全体の

世帯数は増加しています。この状況から、核家族化が進んでおり、それぞれの家族（世

帯）が新規に住宅を取得する傾向にあると考えられます。 
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また、令和元年度に国土交通省が実施した「令和元年空き家所有者実態調査 集計

結果」（※）によりますと、住宅を取得した経緯については、『相続により取得した』

と回答した割合（５４．６％）が最も高く、人が住まなくなった理由については、『死

亡した』と回答した割合（４０．１％）が最も高くなっています。これは、親の死亡

などにより住宅を相続し、空き家となるケースが多いと考えることができます。 

  （※）本調査は、平成３０年住宅・土地統計調査（平成３０年１０月１日現在）の調査対象のうち、戸建て空き家等

から無作為に抽出したものの所有者を対象として行ったものです。 
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（３）新築重視の施策と消費者の意識 

日本では、戦後の住宅不足に対応するため、新築住宅の供給に重点を置いた支援制

度（住宅ローン減税、固定資産税の減額、不動産取得税の軽減など）を実施してきた

ことから、総体的には住宅購入時に新築住宅の優先意識が高く、中古住宅を選択する

意識は低い傾向にありますが、「令和５年度民間住宅ローンの実態に関する調査結果報

告書」（令和６年３月国土交通省住宅局）を見ると、新築住宅向けの新規貸出額はほぼ

横ばいで、中古住宅向け新規貸出額は増加傾向にあります。 

 

 

全流通量に占める中古住宅の流通シェア 

（単位：万戸）   
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国名 Data 

新築住宅 

着工戸数 

Ａ 

中古住宅 

取引戸数 

Ｂ 

全住宅 

流通量 

Ｃ（Ａ＋Ｂ） 

中古住宅の 

流通シェア 

Ｂ÷Ｃ 

対日本比 

日 本 H20 109 17.1 126.1 13.6％ － 

アメリカ H21 55.4 515.6 571.0 90.3％ 6.6 倍 

イギリス H21 11.8 71.1 82.9 85.8％ 6.3 倍 

フランス H21 33.4 59.4 92.8 64.0％ 4.7 倍 
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海外に比べて中古住宅の流通が極めて少ないが、 

国内においては中古住宅市場が拡大傾向にあり、利活用の関心が高まりつつある。 
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第２章 空家等に関する総合的な対策について 

 

 １ 空家等に関する対策の基本的な方針等について  

 

（１）基本理念 

適切な管理がされていない空家等が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼすことがないよう必要な措置を適切に講じるため、次に掲げる理念

のもとに、空家等に関する施策を進めることとします。 

なお、本市は、空家等の所有者等、地域住民、関係機関・関係団体等への働きかけ

や連携の中心的役割を担い、安全安心、快適で活気ある地域づくりのため、効果的な

空家等対策を講じていきます。 

 

 

 

ア 空家等の所有者等の責務 

空家法第５条に規定されているとおり、空家等の所有者等は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとされています。この

ことから、まずは所有者等が自らの責任により、的確な対応がなされるよう、所有

者等の意識啓発のための取り組みを推進します。 

 

イ 地域住民との協働 

地域の空家等に対する施策の実施にあたっては、最も身近な存在である住民との

協力体制の確立が不可欠であることから、市民及び地元自治会との連携を強化し、

空家等の実態把握を図っていきます。 

 

ウ 関係機関・民間団体との連携 

空家等については空家法に限らず、例えば建築基準法、消防法、道路法、災害対

策基本法、災害救助法等各法律の目的に沿って適正な運用を図るための措置が必要

となる場合も考えられるため、関係機関との連携を強化します。また、空家等に関

して所有者等から寄せられる相談については、相続や不動産等の専門的な知識を要

する場合もあるため、これらの専門的な知識を有する民間団体との協力体制を整備

します。 

 

エ 移住定住の促進 

移住希望者に対して、きめ細やかな移住相談サービスを提供できるよう、県や民

間団体等と連携しながら、受入態勢や情報発信力の強化を図るとともに、空家等を

活用した移住定住の促進に取り組みます。 

 

「空家等」とは、空家法第２条第１項に定義される「建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他
の使用がなされていないことが常態であるもの 及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）」をい
います。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除きます。 
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オ 施策の透明性や空家等の措置に対する公平性の確保 

空家等対策計画の策定にあたっては、市民団体等の代表者、学識経験者等の有識

者や、市の空家等対策の推進を行う担当部局職員によって構成される、新居浜市空

家等対策協議会で審議を行ったうえ、広く市民に対して開示し、透明性を図るとと

もに、情報発信を行うこととします。 

また、空家法に規定する特定空家等及び管理不全空家等に対する対応にあたって

は、協議会を活用し、公平かつ公正な判断を行うものとします。 

 

 

 

 

 
 

（２）空家等に関する施策の対象とする地区 

空家等に関する施策の対象とする地区は、新居浜市の全域とします。 

なお、本市の都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定

する用途地域の区域内又は最近の国勢調査の結果による人口集中地区の区域内につい

ては、防犯、防災及び衛生上の対策とともに、景観その他活性化の取り組みを推進す

る必要があることから、重点地区に位置付けることとします。 

 

（３）空家等に関する施策の対象とする空家等の種類 

空家等に関する施策の対象とするものは、空家法第２条第１項に規定する「空家等」

とします。 

なお、老朽化が進行し、構造耐力上主要な部分の損傷等により地震時等に倒壊等に

より前面の避難路等を閉塞するおそれのある空家等や、敷地内の立木等が建築物の全

面を覆う程度まで繁茂して景観を損なっている空家等については、「特定空家等」とし

て行政が積極的に関与すべきものであり、また、「管理不全空家等」については、所有

者等に対して今後の適正管理を促すなどの働きかけが必要となります。 

 

（４）空家等に関する施策の対象等 

前述のとおり、空家等対策は多岐にわたりますが、特に地域住民の生活環境に深刻

な影響を及ぼす可能性のある空家等は、その老朽度に比例して悪影響が引き起こされ

る場合が多いため、各種施策の対象を老朽度の程度によって分類します。 

 

空家等対策の対象とする「空家等」のイメージ 

 

 

 

 

空
家
等
の 

分
類(

例) 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 

老朽度Ａ 

良好 

老朽度Ｄ 

劣悪 

「特定空家等」とは、空家法第２条第２項に定義される「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな
るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われないことにより著し
く景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあ
ると認められる空家等」をいいます。 
「管理不全空家等」とは、空家法第１３条第１項に規定されている「そのまま放置すれば特定空家等に該当

することとなるおそれのあると認められる空家等」をいいます。 
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※ただし、空家等の破損等の状況によっては、この限りではありません 

 

 

 

引き続き適正管理を行っていく空家等については、原則として次の空家等とします。 

 

 

適正管理 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 

 

空家等の状態にかかわらず、すべてのものを相談の対象とします。 

 

空家等の相談 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 

 

除却を検討する空家等については、原則として次の空家等とします。 

 

 

除  却 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 

 

利活用を検討する空家等については、その費用対効果を勘案し、原則として次の空家等とし

ます。 

 

利 活 用 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 

 

管理不十分で放置される空家等の発生を抑制するための空家等については、現に老朽度が軽

度である次の空家等とします。 

 

発生抑制 

空き家 

（老朽度Ａ） 

空き家 

（老朽度Ｂ） 

空き家 

（老朽度Ｃ） 

空き家 

（老朽度Ｄ） 



- 18 - 

 ２ 計画期間  

 

計画期間は、令和７年度から令和１１年度までとします。 

なお、市内の空家等の状況や各種施策の実施による効果、社会情勢の変化等により、

必要に応じて見直しを図るものとします。 

 

  新居浜市空家等対策計画 

 

 

 

 ３ 空家等の調査について  

 

（１）空家等の所在等の調査 

本市では、平成２３年度に老朽危険家屋調査を実施し、追跡調査の後、平成２７年

度に特定空家等の候補となる空家等について実態調査を行っています。今後は、本計

画の見直しに合わせて、随時、実態調査を行います。 

また、平成２８年度には所有者等への意向調査を行っており、相続による所有者の

変更等や空家等の現状の変化に伴い、空家等に対する意向が変わることが考えられま

すので、適宜調査を行います。 

空家等の所在等の調査にあたっては、次の手順で行います。 

 

[STEP1] 事前調査 

市民等から寄せられた空家等に関する情報や、実態調査のデータ、航空写真、住宅

地図等の既往の資料を活用して、地域の空家等の概略を把握します。 

 

[STEP2] 空家等の抽出 

空家法第１０条第１項の規定により取得した水道使用者情報等を活用して空家等の

候補の抽出を行います。 

 

[STEP3] 現地調査（外観調査） 

外観目視による老朽度の調査を行い、老朽度の程度によりＡからＤに分類します。 

 

[STEP4] 所有者等の特定 

空家等の近隣への聴取（地元自治会への照会を含みます。）、登記情報、空

家法第１０条第１項の規定により取得した固定資産税の課税台帳の情報等により、所

有者や相続人等の特定を行います。 

 

[STEP5] データベースの追加、修正又は更新等 

空家等の所在地、現況、所有者等の氏名等の情報について、ＧＩＳ（※）により地

図上で管理している現データベースへの追加、修正又は更新等を行います。 

H２９策定 R３改訂 R７改訂 R１１ 
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（※）GIS … 地理情報システム Geographic Information System 

 

[STEP6] 意向調査 

所有者等に対して、現在の空家等の使用実態や、今後の利活用の意向等を把握する

ためのアンケート調査等を適宜実施します。 

 

（２）特定空家等に該当するか否かを判定するための調査 

現地調査（外観目視）により、外観上危険と認められる空家等について、特定空家

等に該当するか否かを判定するため、敷地内に立ち入って状況を観察し、又は建築物

に触れる等して詳しい状況を調査する必要がある場合は、立入調査を実施します。 

 

（３）管理不全空家等に該当するか否かを判定するための調査 

   外観目視による建物の不良度の把握、周辺への悪影響の程度や切迫性等を総合的に

判断するため、現地調査を実施します。 

 

 ４ 空家等に関する相談体制等について  

 

空家等の所有者からの適切な管理の方法、除却又は利活用に係る各種相談や、市民か

らの相談・通報等があったときは、次の相談体制により情報共有を図り、連携しながら

対応します。 

 

（１）庁内の相談体制 

空家等に関する相談等が寄せられたときは、建築指導課空き家対策班を総合窓口と

して、空家等の状況や相談内容について聞き取りを行います。 

寄せられた相談等を整理した後、その内容に応じて所管する担当課に情報提供し、

迅速な対応を依頼していきます。 
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空家等に関する相談に対する庁内体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 
その他 

関係課所室 

 

その他空家等に関する対応が必要な時 

総合窓口 
 

建築指導課 

空き家対策班 

 
建築指導課 

空き家対策班 

 
空家等のデータベース整備、除却に関する相談、管理不全空家

等・特定空家等に対する措置（指導・助言、勧告等） 

 
建築指導課 

 
建築物の敷地、構造及び建築設備の適法な管理、著しく保安上

危険又は衛生上有害となるおそれがあるとき 

 
道路課 

 
沿道区域内で交通に危険を及ぼすおそれがあると認められる

とき 

 
危機管理課 

 

地域で災害・犯罪等が発生又は発生するおそれがあるとき 

 
廃棄物対策課 

 
土地及び建物の清潔を保つ、また、ごみ等が投棄されないよう

必要な措置を講じるよう求めるとき 

 
消防本部 

予防課 

 
空家等への侵入防止、周囲の燃焼のおそれのある物件の除去、

その他火災予防上必要な措置を講じるよう求めるとき 

 
シティプロモー

ション推進課 

 
空き家の利活用に関する相談があった時（移住定住、空き家バ

ンク） 

 
産業振興課 

 

空き店舗対策（利活用等） 

 
地域 

コミュニティ課 

 

自治会関係への対応、広報等 

 
課税課 

 

所有者等の情報提供、固定資産税の住宅用地の特例等 

 
総務課 

 

法整備等の助言 
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（２）他の機関や外部関係団体との連携 

空家等（特にこのうち特定空家等）については、空家法に限らず、他法令による措

置が必要となる場合も考えられます。特に、関わりが深い建築基準法の所管部局につ

いては、それぞれの法の対応区分を次のとおり定めることとして、相談案件に対する

横断的な対応を行うこととします。また、空家等の適切な管理を推進するため、地域

をよく知る、経験豊富な方が業務を行っている公益社団法人新居浜市シルバー人材セ

ンターと「空家等の適正な管理の推進に関する協定」を締結しています。 

なお、特定空家等に関しては、新居浜市空家等対策協議会（専門部会）において、

特定空家等に該当するか否かや、特定空家等と判定した後の不利益処分等の要否等に

ついて審議を行うこととし、公平・公正な判断により措置を行うこととします。 

 

他の関係機関や外部関係団体との連携 

  

市民からの 

相談等 

 

 

・空家等対策計画の策定 

・特定空家等に該当するか否か

の審議（専門部会） 

・特定空家等に対する措置 

（不利益処分）の要否 等 

新居浜市空家等対策協議会 

 

 

状況に応じて次の対応を行う。 

・所有者等の確認 

・現地確認 

・情報の提供（連絡）、助言等 

新居浜市 

協
議
（
審
査
） 

結
果 

相
互
に
連
携 

 

 

特定行政庁（建築基準法所管部局） 

・県地方局・土木事務所 など 

空家等に該当しないものの、そのまま放置すれば著

しく保安上危険な状態である場合等 

 

 

 

・（公社）愛媛県宅地建物取引業協会 

・（公社）全日本不動産協会愛媛県本部 

・ＮＰＯ法人愛媛県不動産コンサルティング協会 

・愛媛県土地家屋調査士会 

・（公社）愛媛県不動産鑑定士協会 

・（公社）愛媛県建築士会 

・（公社）新居浜市シルバー人材センター など 

売却や賃貸の相談の場合 

不動産に関する専門的知識を必要とする場合等 

 

 

 

・愛媛弁護士会 

・愛媛県司法書士会 

・法テラス愛媛 

・愛媛県行政書士会 

相続や不動産に関する法的知識を必要とする場合等

（紹介） 
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第３章 管理不全空家等・特定空家等に対する対応について 

 

 １ 管理不全空家等及び特定空家等と判断するための判定基準  

 

管理不全空家等については、外観目視による「新居浜市管理不全空家等判断基準」、

特定空家等については、立入調査による「新居浜市特定空家等判断基準」によるものと

します。 

 

 ２ 管理不全空家等及び特定空家等か否かの判定  

 

「管理不全空家等」か否かの判定は、上記１の調査結果を基に判断しますが、「特定

空家等」か否かの判定につきましては、上記１の調査結果を基に、新居浜市空家等対策

協議会（専門部会）に諮って意見を聴取することとし、その意見を参考にしたうえで、

市長が判断することとします。 

 

 ３ 管理不全空家等及び特定空家等に対する対応  

 

上記２において、管理不全空家等若しくは特定空家等と判定したものについて、空家

法に基づく措置を検討することとしますが、まずは、同法の措置に先立ち、所有者等の

自らの意思により必要な措置が講じられるよう努めることとします。 

これらの空家等の状況に関する情報の提供（改善のための助言等を含みます。）を 

行ったにも関わらず、状態が改善されないと認められる場合は、管理不全空家等につい

ては、空家法第１３条第１項に規定する「指導」や、同条第２項に規定する「勧告」、

特定空家等については、空家法第２２条第１項に規定する「助言又は指導」や、同条第

２項に規定する「勧告」について、それぞれ相当の猶予期限を設けたうえで、段階的に

実施します。 

なお、特定空家等については、以上の行政指導を実施しても状態が改善されないと認

められる場合は、空家法第２２条第３項の「命令」（不利益処分）以降の措置を講ずる

こととなりますが、これらの要否については、新居浜市空家等対策協議会の審議に諮っ

たうえで、必要な措置を講ずることになります。 

また、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態であり、

当該特定空家等に関して、緊急に除却、修繕、その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置をとる必要があると認めるときで、命令するいとまがないときは、所有者

等が行うべき措置を市が実施、又は市が委任した第三者が実施することになります。な

お、代執行に要した費用は、その所有者等が負担することになります。 
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協議（審査） 

結 果 

 
「管理不全空家等」の疑

いのあるもの 

 

 

 

 

 

市長が 
「管理不全空家等」と判断 

 
調査 

（外観調査等） 

適切な管理を行うため

の情報の提供や助言等 

 
助言又は指導 

（第１３条第１項） 

 
勧 告 

（第１３条第２項） 

改 善 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜市 

空家等対策 

協議会 

 

専門部会 

なお状態が改善されない場合 

なお状態が改善されない場合 

なお状態が改善されない場合 

特定空家等にならないよう継続指導 

え 

自主的な 

改善措置 

自主的な 

改善措置 

自主的な 

改善措置 

報告 

管理不全空家等に対する対応のフロー 
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 ４ 老朽危険空家除却補助制度  

 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態等にある空家

等については、地域の防災力や公益性を低下させるおそれがあるため、所定の要件を満

たすものについて、新居浜市老朽危険空家除却補助事業を活用し、除却を促進すること

で、地域住民の生命、身体又は財産等の保護に寄与することとします。 

 

協議（審査） 

結 果 

 
「特定空家等」の疑いの 

あるもの 

 

 

 

 

 

市長が 
「特定空家等」と判断 

 
詳細調査 

（立入調査等） 

適切な管理を行うため

の情報の提供や助言等 

 
助言又は指導 

（第２２条第１項） 

 
勧 告 

（第２２条第２項） 

 
命 令 

（第２２条第３項） 

 

 
行政代執行 

（第２２条第９項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜市 

空家等対策 

協議会 

 

 

 

専門部会 

協議（審査） 

結 果 

協議（審査） 

結 果 

協議（審査） 

結 果 

なお状態が改善されない場合 

なお状態が改善されない場合 

なお状態が改善されない場合 

なお状態が改善されない場合 

自主的な 

改善措置 

自主的な 

改善措置 

自主的な 

改善措置 

自主的な 

改善措置 

行政による 

代執行 

特定空家等に対する対応のフロー 
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第４章 適正管理・利活用・発生抑制対策について 

 

 １ 所有者等に対する空家等の適正管理等の促進  

 

空家等の適切な管理を行うことの重要性や管理不全の空家等が周辺地域にもたらす

様々な問題について、市民に対して広報活動を行い、情報発信及び普及啓発を図ります。 

また、新居浜市空家等対策協議会における協議内容について、ホームページで公開す

る等、空家等への関心を広く惹起し、地域全体でその対処法策を検討、共有できるよう

にします。 

【具体的な取り組み】 

○ 市民に対する意識啓発のための出前講座等の実施 

○ 市政だよりへの意識啓発記事の掲載等 

○ 固定資産税納税通知書への意識啓発紙の同封 

 

 ２ 所有者等が不明・不存在の空家等に対する対応  

 

所有者等が不明・不存在の空家等については、その不動産の市場への流動性や周辺へ

の悪影響等を踏まえ、民法に規定される相続財産清算人制度、不在者財産管理人制度、

所有者不明土地・建物管理制度等を活用し、改善を図るなど、所有者等がおらず適正な

管理を行う者がいないことが問題となっている空家等の解消に努めます。 

 

 ３ 空家等の活用の促進に関する事項  

 

（１）新居浜市空き家バンク 

本市への移住、定住を促進し、地域に存する空き家の有効活用を図ることを目的と

して、賃貸や売却を希望する所有者等から空き家情報を提供していただき、市ホーム

ページ等を通じて利用希望者に情報提供するとともに、愛媛県宅地建物取引業協会新

居浜地区連絡協議会の協力を得て、活用につなげるためのマッチングを行います。 

 

（２）移住者のための住宅改修支援（新居浜市移住者住宅改修支援事業） 

本市への移住、空家等の有効活用を促進するため、空き家バンク（新居浜市・愛媛

県）に登録された一戸建住宅を購入又は賃貸し、住宅改修を行う愛媛県外からの移住

者を対象に、愛媛県と新居浜市が住宅改修工事及び家財搬出・処分費用の一部を補助

します。 

 

（３）空家等活用促進区域 

   「空家等活用促進区域」とは、市区町村が重点的に空家等の活用を図るエリアを「空

家等活用促進区域」として定め、区域内で空家等の所有者等への要請や、建築基準法
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等の規制の合理化等を措置することが可能になる制度です。 

今後、地域における経済的社会的活動の促進について、観光、商工、都市計画、ま 

ちづくり、定住・移住などの関係部局と共通認識を深めるとともに、空家等の活用に

係る建築基準法等における課題等を整理し、全国の自治体の取組状況や効果等の情報

収集を行います。 

 

（４）空家等管理活用支援法人 

   空家法第２３条に規定されている空家等管理活用支援法人制度（以下「支援法人」

という。）については、支援法人の指定を受けることにより、民間法人が公的立場から

活動しやすい環境を整備し、空家等の管理・活用に関する普及啓発などの業務を行う

ことで、市の補完的な役割を果たし、空家等対策の推進を図ることを目的としており

ます。 

   本市では、空家等の管理・活用に関する相談対応や普及啓発等の業務は、関係団体

等と連携しながら対応できておりますが、必要に応じて支援法人の指定を行うことと

します。 

 

（５）空家等を除却した後の土地の管理・活用について 

建物同様、土地所有者等に第一義的な責任があることを前提として、適切な管理・

活用を促します。 

また、市場の流通を図ることは土地利用にとって重要であることから、所有者等に

売却の意思がある場合は、所有者等の同意を得て、不動産取引業等の団体に土地情報

等の提供を行います。 

 

（６）その他 

○ 中古住宅の流通活性化に関する情報周知（県、関係団体との連携） 

○ インスペクション（住宅診断）に関する取り組み 

○ 空き家の賃貸化促進（まちづくり組織や、不動産団体との連携） 

○ 商店街の空き店舗改修（活用）支援制度 

○ 商店街の活性化支援（中心市街地、商店街活性化のためのソフト対策） 

 

 ４ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

 

（１）ホームページによる公表 

広く本市の取り組みを周知するため、本計画をホームページで公表することとしま

す。 

 

（２）補助金・融資制度 

ア 補助金等の有効活用 

地域の住環境の向上に資するものや、地域活性化を図るために必要なもので、所

定の要件を満たすものについては、本市が設けている補助制度を有効活用し、その
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管理不十分な空家等の除却や、発生抑制を推進するものとします。 

《再掲》 

○ 新居浜市老朽危険空家除却補助事業 

○ 新居浜市移住者住宅改修支援事業 

イ 金融機関との連携 

空家等の問題に対する地域貢献の観点等から、県内の主要な金融機関及び住宅支

援機構において、空き家解体ローンを取り扱っているため、これらの有効活用を所

有者等に促すものとします。 
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資料 

 

 １ 空家等対策の推進に関する特別措置法  

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成二十六年法律第百二十七号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住

民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産

を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するた

め、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第

十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する

施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的か

つ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土

地に定着する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方

公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が

行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保

全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の

収集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用

の促進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家

等に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めな

ければならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その

他空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情

報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努め

なければならない。 
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（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体

が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」とい

う。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条

第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項

までの規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する

事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家

等の数及びその分布の状況、その活用の状況その 

他の状況からみて当該区域における経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空

家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区域（以下「空家等活用促進区

域」という。）並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用
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の促進を図るための指針（以下「空家等活用促進指針」という。）に関する事項を定め

ることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中

心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生

拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）

第二条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能

を有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事 

 項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必

要な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十

八条において「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地

の活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活

用促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）

第二条第一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空

家等の跡地に新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七

条第一項の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に

限る。次項において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用す

る同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は

第三項において準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定

の適用を受けるための要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二

項の規定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適

用要件」という。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メート

ル未満の道（同法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メー

トル以上接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空

家等活用促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に

資するものとして国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進

区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の

指定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定

する事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百
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号）第七条第一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）

の区域を含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区

域の区域及び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなけ

ればならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七

条第二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項

までの規定のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」と

いう。）に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等

活用促進区域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認

定又は同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項

又は第三項において準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のた

だし書の規定による許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する

特定行政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。

この場合において、用途特例適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の同意

を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁

は、特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進

区域における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるとき

は、同項の同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項

及び第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針

との調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提

供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための

協議会（以下この条において「協議会」という。） 

を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長

が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等

を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこと

ができる。 
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２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、

空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若し

くはその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができ

る。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場

所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨

を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であると

きは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情

報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行の

ために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のた

めに内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもの

のうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利

用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関

するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行の

ために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空

家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条におい

て同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するた

めに必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に

対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置す

れば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状

態にあると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、

基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不

全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとる
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よう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の

状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大き

いと認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不

全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措

置について勧告することができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めると

きは、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規

定による命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の

請求をすることができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると

認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の

請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要

があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百

六十四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う

者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、

空家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当す

るものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経

済的社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対

し、当該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要

な措置を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認

めるときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処

分についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表され

たときは、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基

準法第四十三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは

「利用者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に

関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対

策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定す
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る特例適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条

第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、

当該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八

条第一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第

十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認

め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得ない」 

とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同

条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件

（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合その他

公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の

規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可した場

合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあるのは

「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）

の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整

区域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項

に規定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用

途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも

当該建築物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協

議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配

慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空

家等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用

途に供するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許

可その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮

をするものとする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第

二十一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村から

の委託に基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の

空家等の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住

宅供給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する

業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律
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第百号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空

家等活用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社

会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成

十七年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条

第一項に規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡

地の活用の促進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことがで

きる。 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において

同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家

等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の

猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相

当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を

命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及

び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に

意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に

対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の

措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わな

ければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によ

って命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項

に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な

証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜ

られた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の

期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）

の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせる

ことができる。 
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１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知す

ることができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行わ

れるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことがで

きないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行

い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」

という。）にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長は、その定

めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行

わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収す

る旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状

態にある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境

の保全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項まで

の規定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわら

ず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実

施者に行わせることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第

六条の規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。

この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げて

はならない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三

章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を

図るために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交

通省令・総務省令で定める。 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に

規定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若

しくは活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を

適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活

用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住

所及び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更

するときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しな
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ければならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家

等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な

管理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その

他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事

務を行うこと。 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必

要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認

めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の 

改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項

の規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければな

らない。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報

の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要がある

として、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連

情報」という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な

限度で、当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するとき

は、あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関

連情報によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対

し、国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更を

することを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案

に係る空家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又
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は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。

この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由

を明らかにしなければならない。 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管

理のため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による

請求をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるとき

は、第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定に

よる請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該

要請をした支援法人に通知するものとする。 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対す

る補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基

づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その

他の措置を講ずるものとする。 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下

の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、

公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に

規定する施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特

別措置法（以下この条において「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一項の

規定の適用については、新法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、「中
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核市」とあるのは「中核市及び地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第

四十二号）附則第二条に規定する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、この

法律の施行の日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に新法

第二十二条第十項後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法

律による改正前の空家等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」という。）

第十四条第十項後段の規定による公告を行った場合については、なお従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定は、

施行日以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法

第十四条第二項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定につ

いて、その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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 ２ 新居浜市空家等対策協議会設置要綱  

 

新居浜市空家等対策協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成２６年法律第１２７号。以下「法」

という。)第８条第１項の規定に基づき、新居浜市空家等対策協議会(以下「協議会」

という。)を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議を行う。 

（１）空家等対策計画（法第７条第１項に規定する空家等対策計画をいう。）の作成及び

変更並びに実施に関する事項 

（２）空家等の適正な管理に関する事項 

（３）特定空家等に対する措置に関する事項 

（組織） 

第３条 協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

５ 委員の定数は１５名以内とし、次のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）市民団体等の代表者 

（２）法務、不動産及び建築等の分野の学識経験者 

（３）市関係部局職員 

６ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

（会議） 

第４条 協議会の会議（以下、「会議」という）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 協議会は、必要があると認められるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見若

しくは説明を聴き、または必要な資料の提出を求めることができる。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（専門部会） 

第５条 会長は、協議事項について調査検討する会議に付託するため、専門部会を設置す

ることができる。 

２ 専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定めるものとす

る。 

 （事務局） 
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第６条 協議会の事務局は、空家等対策担当課に置き、同会の庶務は同課において処理す

る。 

 （雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正前の新居浜市空家対策協議会設置要綱の規定により委嘱または任

命された委員は、この要綱による改正後の新居浜市空家対策協議会設置要綱の規定によ

り委嘱または任命されたものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 
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   ３ 市政モニターアンケート調査（各設問の回答の概要）  

 

令和６年９月２日（月）～令和６年９月１７日（火） 実施 

（※問１はモニター属性特定のための設問であり、省略） 

 

 

問２．適切な管理が行われていない空き家が全国的に問題となっていることはご存知ですか。 

（１つ選択） 

 
 

１．身近な問題として、よく知っている 107 人 

２．聞いたことはある 62 人 

３．知らない 1 人 

合 計 170 人 

 

 

 

全体の６割以上の方が身近な問題としてよく知っている結果となりました。 

 

 

問３．あなたのお住まいの周辺に、適切な管理が行われていない空き家がありますか。また、空き

家があることで不安を感じたことはありますか。（１つ選択） 

 
 

１．空き家があり、大いに感じている 47 人 

２．空き家があり、やや感じている 53 人 

３．空き家はあるが、あまり感じていな

い 

37 人 

４．空き家はあるが、まったく感じてい

ない 

6 人 

５．空き家はないと思う 20 人 

合 計 170 人 

 

 

「２．空き家があり、やや感じている」（53 人）、「１．空き家があり、大いに感じている」（47 人）と答

えた方が全体の 59％で、周辺に適切な管理が行われている空き家があることで、不安を感じられている方が多

くいることがわかりました。 
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問４．問３で「１．空き家があり、大いに感じている」、「２．空き家があり、やや感じている」、

「３．空き家はあるが、あまり感じていない」を選択された人にお伺いします。その空き家の状態

について、該当するものを選んでください。（複数選択） 
 

１．老朽化などにより、倒壊や落下物に危険がある 67 人 

２．敷地の樹木や雑草が伸び放題になっている 105 人 

３．敷地の樹木などが、道路にはみ出している 49 人 

４．不審者の侵入、放火や火災の危険がある 48 人 

５．犬、猫が住みついたり、虫が大量に発生するなど、衛生上よくない 45 人 

６．ごみなどが散乱したり、不法投棄されている 25 人 

７．空き家があることにより、周辺の景観がよくない 50 人 

８．その他 9 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「２．敷地の樹木や雑草が伸び放題になっている」（105 人）と答えた方が最も多く、次いで「１．老朽

化などにより、倒壊や落下物に危険がある」（67人）、「７．空き家があることにより、周辺の景観がよく

ない」（50人）などが多く挙げられました。 
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問５．問４で「８．その他」を選択された人にお伺いします。 よろしければその空き家の状態を教

えてください。（自由記入） 

・家族の方が定期的に訪れている。 

・空き家火災もおきており、犬猫の糞、尿等衛生上よくない。 

・空き家はあるが庭木等きれいにされています。 

・時々通るが、特に心配はない、庭なども手入れされているのでは？ 

・賃貸のアパート、１戸建ての空家がある。雑草等もなく不安はないが我家の戸締りには気を付けている。 

・崩れそうな状態。半分は屋根も落ち気味。 

・崩壊寸前の家がある。 

・新古住宅として売り出されている。 

・あまりにもひどいのは更地になったと思います。 

・樹木が道路にはみ出していることがあり、通行する時車に当たってしまう。 

・最近、野良犬や野良猫が多く、空き家の周辺でもよく見かけるので住処にしているのかもしれない。 

・敷地内に植えられている樹木が成長し、ブロック塀が傾斜している。いずれ倒壊すると思われる。 

 

 

問６．あなたのお住まいの周辺に空き家の所有者や管理者がわからないものがありますか。 

（１つ選択） 
 

１．ある 56 人 

２．ない 113 人 

無回答 1 人 

合 計 170 人 

 

「２．ない」（113 人）と答えた方が 66％という 

結果となりました。 

 

 

問７．空き家に対して、近所の方々や自治会などで地域の生活環境や安全確保のための活動を行っ

ていますか。（１つ選択） 
 

１．行っている  26 人 

２．行っていない 141 人 

無回答 3 人 

合 計 170 人 

 

「２．行っていない」（141 人）と答えた方が多く 

全体の 84％で大半を占めました。 
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問８．問７で「１．行っている」を選択された人にお伺いします。 近所の方々や自治会などで行う

活動のうち、該当するものを選んでください。（複数選択） 
 

１．所有者の把握（連絡先などの管理） 15 人 

２．防火・防犯パトロール 5 人 

３．樹木の伐採や雑草の除草 14 人 

４．立入禁止の措置 1 人 

５．その他 3 人 

 

 

問９．問８で「５．その他」を選択された人にお伺いします。 よろしければ活動の内容を教えてく

ださい。（自由記入） 

回答の一部を紹介します。 

・具体的にわからない。 

・屋根よりの落下物の撤去等 

・私も自治会長しておりました関係で空家対策はとても気にして居ります。当地区は今のところ 7件です、

この 7件とも持ち主が分かり今現在 4件不動産屋を通して売却予定です。 

・瓦落下防止処置、市への対応依頼 

 

 

問１０．今後、地域の空き家をどうしていくべきだと思いますか。（複数選択） 
 

１．所有者などによる適切な管理を促す 126 人 

２．空き家を壊し、広場や駐車場などに活用する 87 人 

３．交流施設や福祉施設などに活用する 51 人 

４．売買や賃貸などにより、住宅として活用する 66 人 

５．所有者から管理料を徴収し、地域住民で管理する 28 人 

６．わからない 11 人 

７．その他 18 人 
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「１．所有者などによる適切な管理を促す」と答えた方が最も多く、回答者 170 人中、126 人の方が選択し

ていました。そのほか、「２．空き家を壊し、広場や駐車場などに活用する」（87 人）、「４．売買や賃貸などに

より、住宅として活用する」（66 人）などが多く挙げられています。 

 

問１１．問１０で「７．その他」を選択された人にお伺いします。 よろしければあなたのご意見な

どを教えてください。（自由記入） 

回答の一部を紹介します。 

・固定資産税の滞納処分を厳重にするべき。滞納者に対して特に差押えなど行われていない。 

・私自身の家も空き家でしたが、父が亡くなり、色々なことが落ち着いた後、売りました。決断には勇気

がいりましたが、家族で話し合い、形に残る思い出より、心に残っている思い出をこれからも大切にし

ていきたいと覚悟を決めました。 

・空き家にならないように、地元に帰って生活できるようにしてほしい。 

・隣家の空き家の落下物の危険・雑草で困っており、雑草は近所の方達で除草して１年以上経ちます。市

を通じて、所有者などによる適切な管理を促していただきましたが、変化なしです。公的な強制をお願

いしたいです。 

・外国人労働者や被災した人に住んでもらうなど、有効活用してほしいです。 

・補助金を拡充して解体を促す。 

・管理が難しいとか管理ができないため空き家として放置されているのであって、所有者が自らの責任 

により的確に対応することという法律では、あまり効果はないと考えます。個人所有の物件であっても、

所有者もしくは所有者の近親者や関係者の許可がある、もしくは広報及び物件への表示をし、１０年か

ら２０年経過もしくは倒壊の恐れがある場合には市町村が接収し、交流施設、福祉施設、公園、整備し

て再販できるように法改正をしなければ、今後放置空き家は増加してゆくのではと考えます。 

・所有者が特定できないものは、倒壊の危険回避や防犯のために、市で管理してほしい。 

・家を持って置くメリットがないので、そのままにしていると思われます。メリットを出すか法律で規制

するか。人は１０年２０年先のことを過小評価するがそのままは大変なことだと社会全体で理解しても

らう必要性がある。 

・所有者が管理する事が 1番正しい事ですが、現実はその所有者が積極的に対応をしてもらえない例が多

いので市道を通行する際に迷惑がかかる場合は、その地区の自治員がはみ出した枝を切れるなどの対応

ができるようになればいいと思います。 

・今年首都圏から新居浜市に Uターン移住をしました。移住する前に家族で住める一戸建てをインターネ

ットで探していましたが、なかなか見つけられませんでした。しかし実際新居浜に帰ってくると空き家

となっている一戸建てが多くあり勿体無いなと感じました。市で空き家の現状を把握し、所有者と連携

しながらインターネットなどに掲載することによって住まいとしてまた使う人がいるかと思います。 
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問１２．平成２７年５月に施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」をご存知ですか。

（１つ選択） 
 

１．内容を含めて知っている 17 人 

２．聞いたことはあるが、内容は知らない 94 人 

３．知らない 57 人 

無回答 2 人 

合 計 170 人 

 

「１．内容を含めて知っている」（17 人）、「２．聞いたことはあるが、内容は知らない」（94 人）と答えた

方が全体の半数以上で、「３．知らない」（57人）と答えた方は全体の 34％でした。 

 

 

問１３．新居浜市では空き家に関する相談体制として、まずは建設部建築指導課の空き家対策班が

総合窓口となって受付を行い、寄せられた相談内容等を整理した後、その内容に応じて所管する担

当課に情報提供をし、迅速な対応を依頼しております。 建築指導課の空き家対策班が総合相談窓口

となっていることをご存知ですか。（１つ選択） 

 

１．知っている 15 人 

２．知らない 154 人 

無回答 1 人 

合 計 170 人 

 

「２．知らない」（154 人）と答えた方が全体の９割を占め、「１．知っている」（15 人）と答えた方は

全体のわずか 9％という結果となりました。 

 

 

問１４． 新居浜市では、安全安心な生活環境の確保及び良好な地域景観の保全を図るため、老朽化

等による危険な空き家を除去する者に対し、「新居浜市老朽危険空き家除却事業補助金」を交付して

いますが、この補助金の制度をご存知ですか。（１つ選択） 
 

１．内容を含めて知っている 12 人 

２．聞いたことはあるが、内容は知らない 48 人 

３．知らない 109 人 

無回答 1 人 

合 計 170 人 

 

 

内容を含めて

知っている

10%

聞いたことはある

が、内容は知らない

55%

知らない

34%

無回答

1%

知っている

8.8%

知らない

90.6%

無回答

0.6%

 

内容を含めて

知っている

7.1%

聞いたことはある

が、内容は知らない

28.2%知らない

64.1%

無回答

0.6%
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「３．知らない」（109 人）と答えた方が全体の６割を占め、半数以上の方が補助金制度を知らないとい

う結果となりました。 

問１５． 空き家等の管理は、第一義的には所有者が自らの責任により的確に対応することが前提と

なりますが、問題解決に税金が使われることについて、あなたはどう思いますか。（１つ選択） 
 

１．所有者が負担すべきであり、税金で負担すべきでない 47 人 

２．倒壊などの危険や衛生上の害となるおそれがあるのならばやむを得ない 99 人 

３．生活環境の保全のためには、積極的に税金で負担すべきである 14 人 

４．その他 7 人 

無回答 3 人 

合 計 170 人 

 

 

 

「２．倒壊などの危険や衛生上の害となるおそれがあるのならばやむを得ない」（99人）と答えた方が全

体の 58％で最も多く、「３．生活環境の保全のためには、積極的に税金で負担すべきである」（14人）と

答えた方（8％）と合わせると、約７割の方が問題解決のために税金を使うことについて反対していない

という結果となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有者が負担すべきであり、税

金で負担すべきでない

28%

倒壊などの危険や衛生上の害となるおそれがあ

るのならばやむを得ない

58%

生活環境の保全のためには、積

極的に税金で負担すべきである

8%

その他

4%

無回答

2%
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問１６．問１５で「４．その他」を選択した人にお伺いします。 よろしければあなたのご意見など

を教えてください。（自由記入） 

回答の一部を紹介します。 

・税金で負担してもらえるようになると、空き家を放置する人が増えていくのではと思っています。 

・息子等が近くに居住していて管理出来るなら本人に連絡、費用請求を必ずするべき。 

・徹底的に調査し不明な物をすべて市がおさえ管理費を所有者から徴収する。 

・早急な周囲の安全面を考えて、2 番の考えに概ね賛成ではあるが、所有者が逃げ得にならないように、

取り壊した後も金銭の徴収はしてもらいたい。 

・所有者や相続人がいる場合は その人達が負担すべきだと思いますが、これから単身者が増え、その人

が亡くなった後相続する人がいない、不明の土地も増えていくと思います。 

土地や家を売ろうにも売れないと聞いたこともあります。やりたくても出来ない人も増えていると思う

ので、生前に何かしら決められると良いと思っています。 

・倒壊などの危険や衛生上の害となるおそれがあるのならばやむを得ないが、基本は、相続した人がまず

行うべきです。やむを得ず諸事情がある場合は、税金で危険を回避する必要がありますが、法的に日本

は問題があります。国が根本的に見直す必要があります。 

・所有者が負担すべきであり、税金で負担すべきでなく、所有者が負担出来ないものは、市や公共機関が

買い取り、管理してほしい。 

・地元を離れ親も亡くなり、新居浜にわざわざ帰り解体業者を決めたり対応したり中々難しい現状だと

思う。 相続したら相続税や中古を買うと取得税に持てば固定資産税やらと莫大な税金を摂取している

のだから、多少は税金を投入してもバチは当たらないと思うし、市民への還元では無いでしょうか。 

 

 

問１７． 令和 5年 12 月に更なる空き家対策の強化を目的に「空家等対策の推進に関する特別措置

法」（空家法）が改正されたことをご存じですか。（１つ選択） 
 

１．内容を含めて知っている 9 人 

２．聞いたことがあるが、内容

は知らない 

64 人 

３．知らない 93 人 

無回答 4 人 

合 計 170 人 

 

 

 

「３．知らない」（93 人）と答えた方が全体の 55％で、「１．内容を含めて知っている」（9人）、「２．聞

いたことがあるが、内容は知らない」（64 人）の 43％を上回って、半数以上の方が知らないという結果

となりました。 

 

 

内容を含めて知って

いる

5%

聞いたこと

があるが、

内容は知ら

ない

38%

知らない

55%

無回答

2%
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問１８． 問１７で「１．内容を含めて知っている」を選択した人にお伺いします。どのような内容

をご存じですか。（１つ選択） 
 

１．「管理不全空き家」という新しい空き家の区分ができた 6 人 

２．「管理不全空き家」に対しても行政による改善の指導や勧告が

実施できるようになった 

10 人 

３．「管理不全空き家」に対する勧告措置で固定資産税の住宅用地

特例の解除が可能となった 

7 人 

４．その他 0 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「２．「管理不全空き家」に対しても行政による改善の指導や勧告が実施できるようになった」（10人）

を挙げられた方が最も多い結果となりました。 

 

6 

10 

7 

0 

「管理不全空き家」という新しい空き家の

区分ができた

「管理不全空き家」に対しても行政による

改善の指導や勧告が実施できるようになっ

た

「管理不全空き家」に対する勧告措置で固

定資産税の住宅用地特例の解除が可能と

なった

その他
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